
新潟県防災基本条例（仮称）骨子案への県民意見と対応一覧 
 

１ 県民意見の募集期間 
令和３年９月 14日（火）から 10 月 13 日（水） 

２ 県民意見の提出状況 
２人２件 

３ 提出意見の反映状況 
  Ⅰ 反映したもの          ・・・・・  ０件 
  Ⅱ 一部反映したもの                ・・・・・  ０件 
  Ⅲ 既に記述済みのもの              ・・・・・  １件 
  Ⅳ 今後の検討課題とするもの        ・・・・・  ０件 
  Ⅴ その他記述を変更しなかったもの ・・・・・  １件 
 

No. 意見の要旨 県の対応 
 

反映 
状況 

1 新潟県防災基本条例(仮称)骨子案

に定義される「災害」は災害対策基本

法の第２条第１号に規定する災害に

限定されている。 

 この定義によれば新潟県防災基本

条例(仮称)における「災害」には原子

力災害対策特別措置法により定義さ

れる「原子力災害」は含まれていない

ことになる。 

 基本理念の⑦には複合災害が同時

に発生することを認識することと記

載されており、地震・津波にともなう

可能性が高い「原子力災害」が新潟県

防災基本条例の適応外とされている

のは矛盾ではないのか。 

 「原子力災害」については、災害対策基

本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号では「その他その及ぼす被害の程度

においてこれらに類する政令で定める原

因により生ずる被害」と規定され、災害対

策基本法施行令（昭和37年政令第288号）

第１条において「放射性物質の大量の放

出」と定められており、本条例で定義する

災害に含まれます。 

Ⅲ 

2 

 
主に自助として、生活の基本であ

る住宅の保持・復旧に関する備えへ

の態勢の構築を目的とする場合に、

自然災害への対策としては、地震・噴

火・津波のリスクに対応する地震保

険、風水害(河川災害)リスクに対応す

る火災保険について、県民への普及

促進が必要である。条文中に、自然災

害を補償する保険等への加入促進を

明記願いたい。 

 本条例第 10 に基づき、県民等の防災に

関する意識の高揚及び自発的な防災への

取組の促進を図るため「防災に関する行

動指針」を作成することとしており、当該

行動指針において地震保険・共済等への

加入の必要性を記載し、その周知に努め

てまいります。 

Ⅴ 

 


